様式例２
秘密保持契約書
株式会社○○○○（以下「甲」という。）と国立大学法人筑波大学（以下「乙」という。）とは、甲及び乙による○○○○○に関する共同研究契約等の実施の可能性について検討を進めるに当たり、相互に提供する情報の取扱いについて、以下のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。

（検討）

第１条　甲及び乙は、相手方から提供される情報に基づき、共同研究契約等実施の可能性についての検討（以下「本件検討」という。）を本契約締結の日の翌日から３か月以内に始めるものとする。

　　　　

（情報の開示）

第２条　甲及び乙は、相手方に対し本契約締結の後速やかに本件検討に必要かつ有益と考える情報を提供するものとする。

２　甲及び乙は、前項の情報のうち秘密保持の対象とする情報（以下「秘密情報」という。）を相手方に開示及び提供するときは、次の各号のいずれかによるものとし、その秘密情報については、秘密である旨を明示するものとする。（営業に関する情報は「営業秘密情報」とする。）
一　文書（写真・図面を含む）による開示
二　電子データによる開示
三　試作品等の有体物による開示
（秘密保持）

第３条　甲及び乙は、本契約に基づき相手方から提供される秘密情報並びに、本契約の内容及び存在が相手方の保有する価値ある財産であり秘密性を有するものであることを認識し、本契約に基づき相手方から提供された秘密情報について、相手方の事前の書面による承認を得た場合を除き、第三者に開示又は漏洩してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するものは、この限りでない。
一　相手方から提供される以前に既に自ら所有していたことを書面により証明できるもの

二　相手方から提供される以前に既に公知となっていたもの

三　相手方から提供された後に自らの責に帰することのできない事由により公知となったもの

四　正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を伴わずに正当に取得したもの

五　法律、政令、省令等に基づく、裁判所、関係監督官庁の要請又は指示により、開示がなされるもの
六　本件検討への必要性が認められないもの
（情報の使用の制限）

第４条　甲及び乙は本契約によって相手方から開示又は提供される秘密情報を本件検討の目的にのみ使用するものとし、相手方の事前の書面による承認を得た場合を除き、他の目的に使用しないものとする。

２　甲及び乙は、本契約に基づき相手方から提供される秘密情報については、相手方の事前の書面による承認を得た場合を除き、複写、写真撮影、その他あらゆる態様での複製を行わないものとする。

３　甲及び乙は、本契約に基づきなされる相手方からの秘密情報の提供が、相手方からのいかなる法的権限、権益の設定、移転又は譲渡をするものではなく、また、将来における当該設定、移転又は譲渡を約するものではないことに合意する。

４　甲及び乙は、本契約に基づき相手方から提供された秘密情報及びその複製（複写、写真撮影、その他の複製物を含む。）を別段の定めをした場合を除き、本契約終了後速やかに相手方と協議の上処分するものとする。
（知的財産権の取扱い）

第５条　甲及び乙は、本件検討の過程で発明等の知的財産が生じた場合、速やかに相手方に通知するものとし、生じた知的財産権の帰属、取扱い等については、当該発明等の過程を勘案の上、別途甲乙協議して決定するものとする。
（有効期間）

第６条　本契約は、別段の定めがある場合を除き、締結の日から平成○○年○○月○○日までとする。

２　前項の定めにかかわらず、本件検討の結果、本契約の有効期間中に共同研究契約等の可否が甲乙間の協議により決定されたときに本契約は終了する。

３　前２項の規定にかかわらず、第３条及び第４条の規定は有効期間終了後もなお１年間有効とし、第５条の規定は、有効期間終了後も有効とする。
（協議）

第７条　甲及び乙は、本契約に定めのない事項又は本契約の定めに疑義が生じた場合については、双方誠意を持って協議解決するものとする。

　本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保管する。

　平成○年○月○ 日

住所　

甲　　　株式会社　○○○○

○○○○　

住所　つくば市天王台１－１－１

乙　　　国立大学法人筑波大学

○○○○系
　　職名　○○

　　氏名　○○○○

